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火葬場に求められる役割は大きい。また、近年
は直葬も増加傾向にある。そこで、まず一般的
な葬送行為の流れ（P13図２）を認識する必要
がある。これらの葬送行為にどのくらいの準備
と時間がかかるものか？情報を公開して、住民
各々が正しい認識に立つ必要がある。
⑵　将来の死亡者数に対する対応
　人口当たりの火葬炉数について、全国平均を
ベンチマークとした場合の都市化が著しい東京
23区と多摩地域の比較がP20にある。23区が4.40
倍（1,030件／基）で、多摩地域が2.24倍（524
件／基）となっている。23区は民営による火葬
場が多いことに起因しているが、この現状と死
亡者数の将来予測の推計結果（P106表18）を
加味した対策が必要となる。2030年〜2040年の
ピークに備えた平時の計画が基礎となる。しか
し、P45の表５にみる通り、回答数は17事例中
３事例と少ないが、将来的な死亡者数の増加に
対して、対策を講じている自治体は少ない。
⑶　火葬施設に対する自治体の認識と対応
　P22の表２の通り、多摩・島しょ地域の火葬
場は、17事例中、最も古いものが築85年である。
築20年経過も６事例あり、老朽化も激しい。そ
のような施設に対して、設備面・運営面の課題
に対する回答が、P44の表４である。
　約半数の回答から、施設老朽化に対する多く
の問題を認識しているにもかかわらず、具体的
方策が立てられておらず、設備・維持管理の主
体が不明確であることが伺える。また、運営面
においても、火葬業務の人材確保や火葬件数増
による葬儀場とのトラブル、周辺自治体との連
携不足など、多くの問題が未解決のまま据え置
かれた状態にある。さらに、P57・59の表７・
８に示されているように、火葬場を所有してい
ない15自治体全てにおいて、今後も火葬場の計
画が無く、死亡者数増加に対する特段の対策も
講じられていない状況である。島しょ部は除い
て多摩地域は問題が大きい。
　一方、P69の多摩地域近隣火葬場の計画状況
と課題を示した表14から、少数ではあるが建て
替え計画や設備の更新計画がみられる。また、

今後の死亡者数増加に向けての対策も意識され
ている。これに比較して、多摩地域の一部自治
体の現状認識不足と対応の遅れが伺える。
⑷ 　多摩地域近隣火葬場の圏域外住民の受入
　多摩地域近隣火葬場において、圏域設定が無
い民営火葬場を除き、圏域外住民の火葬受入状
況はP68の表13の通りである。遺体の搬送時間
を考慮し、極力協力体制を取るべきと考える
が、いずれの施設も稼働率（P67表12）が高い
状況にあり、火葬炉の性能向上や運営方式の変
更無くして多くの期待は難しいと考える。ネッ
トワーク体制を整えつつも、各自治体で充足可
能なように計画すべきであろう。

表５　死亡者数増加に対する対策

表４　火葬場の設備・運営面の課題

表13　圏域外住民の火葬受入状況
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１．はじめに：本報告書の意義
　昨年３月、平成26年度調査研究テーマのひと
つである「多摩島しょ地域における火葬場の需
給及び運営に関する調査研究報告書」が発行さ
れた。本調査研究の位置付けをまとめた第１章、
火葬場の現状と平時のサービス内容の把握を
行った第２・３・４章、災害時の運営と広域火
葬対策の把握を行った第５章、必要火葬炉数の
推計と配置について検討した第６章、多摩・島
しょ地域の火葬場のあり方を提言した第７章、
それに資料編を加えた全150ページの詳細且つ
充実した報告書となっている。
　特に、P３に記述された、『葬送を行う火葬
場は、誰にでも避けることのできない死に関わ
り、全ての人の生活に密着した施設であるが、
常に使用するものではなく利用者へのモニタリ
ングも難しく、利用者の不満があっても、実際
にはサービス内容を含め建築計画的な問題が表
面に現れてこなかった。〜住民が自ら積極的に
火葬場を選ぶことは少ない。〜遺族となって訪
れて初めて火葬場について知ることになる。』
という文面にある通り、必要不可欠な施設であ
るが、迷惑施設として整備が遅れている分野の
貴重な調査研究報告書である。
 

▲P14　ストックホルム市「森の火葬場」

　世界で火葬率（P98コラム３）１位の我が国
において、火葬場の理想は、コラム１（P14）
に示されたストックホルム市の「森の火葬場」
のような施設であろう。その空間にいるだけで
心安らかになる場所である。
　世界中において墜落する飛行機に乗る確率が
１/200,000程度だそうだ。ジャンボ宝くじで１
等があたる確率が１/20,000,000。すなわち100
回墜落するのと宝くじに当たるのは同じ確率な
のである。人間の性でマイナスの準備はなかな
かできないが、プラスの出来事には期待する。
火葬場の整備も同じことが言えるのではあるま
いか。火葬場は、誰もがいずれお世話になると
ころ。家族や親しい友人が亡くなった時、その
大切さに初めて気づかされる。
　東日本大震災の時、火葬が間に合わず、一時
的に仮土葬されたニュースが流れた。誰もが傷
ましいと感じたに違いない。本調査研究報告書
は、多摩・島しょ地域及びその近隣地域（23区、
神奈川県・埼玉県・山梨県の一部）を含めて、
火葬場の詳細な実態調査と自治体へのアンケー
ト調査結果に基づき、人口統計と死亡統計によ
る科学的根拠を持ったシミュレーション結果を
まとめたものとなっている。調査研究成果が自
治体の事務事業に活かされ、平時と災害時の予
測を基に、誰もがお世話になる公共施設として、
計画的に施設整備と準備に着手するための一助
となるよう次章以下に活用のポイントを示す。

２．火葬場の需給と運営
に関する現状について

⑴　火葬場に対する共通認識の必要性
　火葬場には、遺体を火葬するという機能に留
まらず、告別、見送り、待合、拾骨を備えた施
設が求められている。通夜や葬儀・告別式を行
う葬儀場と異なり、最後のお別れの場として、


